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川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課長  

 

令和６年度川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準に基づく 

実績加算及び支援体制加算の申請について（通知） 

 

平素は、本市障害福祉施策に御理解と御協力をいただきまして、誠にありがとうございます。 

標記の件について、次のとおり通知いたしますので、確認の上、申請いただくようお願いします。 

 

１ 内容 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく介護給付費等算定に係

る体制等に関する届出書」（以下「体制届」という。）とは別に、市単独加算のうち、次の加算に

ついては申請をする必要があります。なお、当該加算を取得しない事業所については申請不要で

す。 

（１） 実績加算：医療支援加算 

（２） 支援体制加算：健康管理加算、栄養管理加算、食事指導加算 

 

２ 提出書類 

＜実績加算を取得する場合＞ 

① 医療支援加算該当者申請書（第１号様式） 

② 該当者名簿（別紙１） 

③ ②の該当者に関する医師の指示書又は診療情報提供書 

※ ③について、以前に提出している該当者は提出不要です。 

 

＜支援体制加算を取得する場合＞ 

① 支援体制加算該当施設申請書（第２号様式） 

② サービス種類ごとの勤務形態一覧（体制届に用いた「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧

表」（別紙２－２）と同じもの） 

③ 看護師又は栄養士の資格証の写し（健康管理加算、栄養管理加算を取得する場合） 

※ ②について、看護師等が人員配置基準になく記載されていない場合は、別途作成し、御提出く

ださい。 

※ ③について、資格証の氏名と現在氏名が異なる場合は、直近に取得した戸籍抄本や現在有効な

免許証（写し）等の、公的に同一人であることが確認できる書類を添付してください。 

 

 

 

 

 

 



３ 申請期限 

令和６年４月１２日（金） 

※ 上記期限以降に御提出があった場合は、川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準（以下

「基準」という。）第９条第１項の規定による取扱いをいたしますので御注意ください。 

【参考】基準 第９条第１項 

（省略）申請が毎月15 日以前になされた場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月

から、算定を開始するものとする。 

※前年度から変更がない場合でも申請いただかなければ決定できません。当該加算の取得を希望す

る事業所は必ず申請を行ってください。 

 

４ 申請方法 

「オンライン手続かわさき」による電子申請 

URL：https://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000164819.html  

※今年度から申請方法を変更しています。これに伴い、申請書への代表者印の押印は不要となりま

す。また、紙での提出は受け付けられませんので御注意ください。 

※オンライン手続かわさきの利用が初めての場合には、利用者登録が必要です。 

 

５ その他 

〇 申請書の作成にあたっては、記載例等を確認の上、記載してください。また、添付書類漏れが

ないよう注意してください。 

〇 提出書類の内容確認のため、電話等で連絡させていただく場合がございます。 

〇 今回の申請に基づく認定後、年度途中に取得する加算を変更する場合には、次の書類により変

更申請が必要です。変更申請についても、「オンライン手続かわさき」での電子申請となりま

す。なお、基準第９条第１項の規定が適用されますので御注意ください。 

 

＜実績加算の該当者を変更する場合＞ 

① 医療支援加算該当者変更申請書（第７号様式） 

② 該当者名簿（別紙１） 

③ 追加する該当者に関する医師の指示書又は診療情報提供書 

※ ③について、該当者が減る場合は提出不要です。 

 

＜取得する支援体制加算を変更する場合＞ 

① 支援体制加算該当施設変更申請書（第８号様式） 

② サービス種類ごとの勤務形態一覧（当該年度の体制届に用いた別紙２－２） 

③ 看護師又は栄養士の資格証の写し（健康管理加算、栄養管理加算を取得する場合） 

※ ①については、前回認定済みの内容で変更が無い箇所も含めてチェックしてください。 

※ ②③については、追加に係るもののみで結構です。 

 

（障害福祉課 給付担当）  

TEL 044-200-0873  

FAX 044-200-3932  


